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■ 地域経済・社会における課題を柔軟かつ強力に解決し、成長を支えていくため、ICTやビッグデータ
を最大限に利活用した地域道路経済戦略を推進します。

(5) ICT・ビッグデータを利活用した地域道路経済戦略の推進

○地域道路経済戦略研究会参25を中心に民間の
参画を募りながら、地域交通のビッグデータの
利活用の核となる「地域交通データセンター」
の構築に向けた取組を実施

○レンタカーのビッグデータを活用して、外国人
特有の危険箇所の特定や対策を講じるなど、
各地域での課題を踏まえ、ETC2.0を含む多様な
ビッグデータを活用した実験・実装を推進

・ETC2.0が導入され､道路交通の速度等のビッグデータを
収集する体制を構築

・その他交通や経済等のビッグデータも、情報流通量が
平成17年から平成26年の9年間で約9倍※1

※1 平成27年版情報通信白書（総務省）

・レンタカーを利用した訪日外国人は、
平成23年から平成27年の5年間で約4倍※2

※2 国際航空旅客動態調査（航空局）

・外国人レンタカーの事故件数は、
平成26年から平成28年の3年間で約3倍※3

※3 物損事故等を含む、沖縄県レンタカー協会

＜背景／データ＞ ［ビッグデータを活用した社会実験の例(沖縄)］

参25：ICTやビッグデータを最大限に活用した地域道路経済戦略や
社会実験・実装を推進することを目的に全国10地域に学官連携
で設立（平成27年12月～）

・急増する訪日外国人観光客のレンタカー利用による事故を踏まえ、
平成29年5月より、ETC2.0車載器を装着したレンタカーから外国人
が運転した際の急ブレーキデータを収集

・今後、ETC2.0の急ブレーキデータ等を活用して、外国人特有の事故
危険箇所を特定し、ピンポイント事故対策を講じる

ＥＴＣ2.0等の
急ブレーキデータ

外国人特有の
事故危険箇所の特定

レンタカー事業者の
事故発生データ

※沖縄・九州で試行中

事故の多い箇所を注意する
パンフをレンタカー窓口で配布

カラー舗装やピクトグラム
を活用した標識

ピンポイント事故対策

＜多言語注意看板＞ ＜多言語パンフレット＞

3 生産性の向上と新需要の創出による成長力の強化



②過疎地等における
集約合理化

② バス事業の生産性向上 【要求額： 25百万円】

バス事業の生産性向上を図るべく、新しいICT技術や運行体系を導入し、運転者や運行管理者の長
時間労働を是正する。

ＩＣＴ技術等の活用により、運行管理業務を合理化し、安全
の確保を図りつつ、サービスの向上・人材確保を促進するにあた
り、２タイプの実証実験を行う。
①長距離運行等における

一体型管理
ニーズのマッチング

バス事業者Ａ

・冬は仕事が少なく、ドラ
イバーが余っている。

・ドライバーはコンスタント
に働きたい。

・冬に仕事が多く、ドライバー
が不足している。

・長時間労働や観光ニーズ
への対応が必要な状況。

バス事業者Ｂ

地域間における閑散期の違い等によるド
ライバーニーズの不均衡に着目し、バス事
業者間におけるドライバー融通のモデル
事業を行う。

運転者の乗り換えを
行った際に、一元的な
運行管理が可能

地方部における、運行
管理者の人材不足を
解消

繁忙期の長時間労働の軽減、
閑散期のドライバー所得の向上、
観光ニーズへの対応

運行管理の高度化 大型ドライバー融通

① トラック事業における働き方改革の推進に向けた取組み 【要求額： 200百万円】

ガイドライン

② 診断
・評価
・支援

③ 本省／コンサル
重要分野・重要課題③ 成果・課題の

フィードバック

運輸局／
コンサル

トラック
事業者 荷主

②①
トラック
事業者 荷主

トラック
事業者 荷主

目標設定 ・提出①
（過去に実施した事業
の成功事例も活用しつ
つ、目標設定・提出）

④将来の自
律的な取組
みの普及の
ために必要
なノウハウの
横展開を図
る。

パレット等の活用によって、荷役時間を削減

○過去に実施した事業における成功事例

事業者と荷主の連携による働き方改革・生産性向上を推進するため、物流コンサルタント等の有識者によるコン
サルティングを活用し、実証実験を実施。

実験の成果を活かして、荷主連携による働き方改革・生産性向上に取り組む機運を高めるとともに、将来の自律
的な取組みの普及のために必要なノウハウの蓄積・横展開を図る。

トラック事業の生産性向上を図るべく、トラック事業者と荷主の連携による働き方改革・生産性向上の
推進に向けた取組みを行い、必要なノウハウの蓄積・横展開を図る。

トラック運送事業者の働き方改革及び生産性向上の推進

取組内容



 

 

 

（３） 自動運航船に関する実証事業 

要求額 １３０百万円（新規） 

 

企業による技術開発や国際海事機関（IMO）における国際基準策定の議論が始まっており、導入環境

が整いつつある「自動運航船※ 」について、その 2025 年までの実用化に向けて、自動運航船に関する

技術の実証を行う。 
※ 操船支援・自動化、機関故障の予知・予防、荷役等の船内業務の省力化等を実現するトータルなシステムの呼称 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 海事産業の革新に対応する新たな船舶検査・測度の制度構築 

要求額 １１百万円（新規） 

 

IoT など新技術を活用した船舶の検査・測度に対応するため、新たな検査・測度の内容や必要とされ

るシステムについて検討するとともに、受検者のIoTデータを活用した社内試験・自主点検を検査・測度

業務で活用することにより、検査・測度の執行の効率化や受検者の利便性向上を図る。 
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訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（交通サービスインバウンド対応支援事業）

○ 訪日外国人旅行者数4,000万人、6,000万人の実現に向けて、 訪日外国人旅行者がストレスなく快適に観光
を満喫できるよう、滞在時の快適性・観光地の魅力向上や、観光地までの移動円滑化等を支援する。

具体的な取組

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業 （交通サービスインバウンド対応支援事業）

公共交通機関における多言語化、無料Wi-Fi整備その他の移動円滑化の取組を支援

■段差の解消（エレベーター、スロープ） ■ホームドア

■多言語化

■交通系ＩＣカード

■公共交通機関のユニバーサルデザイン化
（ノンステップバス、リフト付きバス、ユニバーサルデザインタクシー等）

＜支援メニュー例＞

■無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備

平成29年度予算額 ８５億円の内数
（対前年度比 １．０７）


